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E社は償還請求権の行使が出来るか

1、 事実関係

Ａ社とＢ社の間で売買契約を締結し、Ｂ社が３月２５日１００万元の貨物を出荷し、Ａ社が発行日付４月１日とする金額１００万元の手形支払呈示後３か月支払銀行約束手形１枚をＢ社に渡すと約束した。
４月１０日、Ｂ社は約束人である甲銀行に持ち込んで現金化する。Ｂ社はＣ社との取引契約を結び、その手形を裏書し、Ｃ社に譲渡した。

５月２０日、Ｃ社はＤ社との取引際、それをＤ社に質入した。Ｃ社は手形に「質入裏書」を記載し、且つ手形に記名、押印した。後にＤ社はその手形を裏書し、Ｅ社に譲渡した。

７月１２日、所持者のＥ社が甲銀行に持ち込んで現金化する際、約束人である甲銀行はＡ社の手形資金不足の理由で支払いを拒絶し、且つ当日拒否の証明を発送した。

７月２０日、Ｅ社はＡ社、Ｂ社及びＣ社に償還請求の通知を出した。Ａ社はＢ社の出荷した貨物が契約の約束に満足しない理由で手形の責任を拒否した。Ｂ社はＥ社が法定期限内償還請求の通知を出さなかったことを理由に、手形の責任を負わないとした。Ｃ社はＤ社が手形に裏書し、譲渡する権利を有しないことを理由に手形に責任を負わない。Ｅ社はついに人民法院に提訴した。

2、 判決の趣旨
人民法院はＥ社の提訴を審理した後、「手形法」の規定に基づいて、Ｅ社のＡ社、Ｂ社に対する償還請求を支持する一方、Ｅ社のＣ社に対する償還請求権、及び甲銀行のＥ社への不払理由を認めない。Ａ社に対してその手形不渡りの約束金額に対して一日当たり０．０５％違約金を支払えと判決を下した。

3、 コメント

1、 Ｂ社の約束支払呈示期間は4月１日から４月３０日までとし、「手形法」の規定に合う。

2、 Ｅ社の支払呈示期間は７月１０日から７月２０日までとし、「手形法」の規定に合う。

3、 Ａ社はＥ社を拒否する理由が不成立。本案ではＡ社は、約束義務を履行せず、自らと直接債権債務関係を有するＢ社に対して抗弁できるが、Ｂ社はすでに該当約束手形を第三者に譲渡し、第三者であるＥ社が善意、且つ、対価を支払い手形を取得した手形所持者に属し、それに対して抗弁が出来ない。

4、 Ｂ社はＥ社を拒否する理由は不成立。「手形法」により、もし手形所持者は法定期限内（三日間）、償還請求の通知を出さなければ、手形所持者は償還請求権を行使できる。

5、 Ｃ社はＥ社を拒否する理由は成立。「手形法」の規定により質入裏書が担保関係を確立した。本案ではＣ社はＥ社に対して手形に責任を負わず、Ｅ社は支払を拒否された場合、Ｃ社に対して償還請求権を行使できない。
６、甲銀行が支払を拒否する理由は不成立。「手形法」により手形債務者は自分と発行者との抗弁事由をもって手形所持者に対抗し、約束手形金額の支払を拒否してはならない。手形所
持者は法定期間内支払を提示する場合、支払者は当時満額支払わなければならない。

「執行権の合理配置及び科学運行に関する若干意見」についての解説

最高人民法院は、「執行権の合理配置及び科学運行に関する若干意見」（以下、本意見）を2011年10月19日公布、実施することを決めた。実務上本意見の概要を説明する。

一、背景
本意見は、人民法院における執行権の機能がうまく果たせず、「一人執行官の案件抱え込み」の案件処理方式の弊害などによって、齎された「民事判決執行難」の解消に本腰を入れようとする最高裁の号令でもある。

二、執行分権
人民法院は、執行権を改革し、執行権を執行実施権（その範囲として財産調査、コントロール、処分、交付、分配および罰金、拘留措置などを含まれる）と、執行審査権（その範囲として執行異議、複議、申訴の審査及び処理、及び執行管轄権の移譲など審査事項を含まれる）に分けて、執行実施手順を財産差押、財産処置、財物返還など異なる段階ごとに分けて時限を明確し、異なる執行官が集中的に取組み、今までの「一人執行官の案件抱え込み」の案件処理方式を変更し、段階毎に時間を決め、執行の怠慢を防止する。

三、緊急措置

執行官は、緊急の状況下迅速に執行措置を取る必要がある場合、執行指揮センター指令のもとで、法により差押、指し止め、凍結など財産保全およびその他のコントロール措置を取ることができる。
四、業務分担
１、執行権は人民法院の執行局が行使する。人民法廷は執行局の授権により自ら審査案件を執行できるが、執行局の管理と業務指導を受けなければならない。

２、案外人、当事者が執行による判決、裁定が間違いと認めた場合、発効した判決、裁定を下した元の人民法院またはその上級人民法院は審判監督手順により審理しなければならない。

３、強制清算の実施は執行局が責任を負い、強制清算における実体争議は民事審判機構が責任をもって審理しなければならない。
４、訴訟前、執行申請前の財産保全申請は立案機構が審査し、且つ裁定を行い、保全を裁定した場合、執行局に執行に移行する。

５、当事者、案外人が財産保全、先行執行の裁定に不服し、複議を申し入れた場合、裁定を下した執行局は異議事項の性質により民事訴訟法第202条または第204条の規定に基づき審査を行う。

６、国外法院、仲裁機構が下した発効の法律文書の執行申請について、審判機構は責任を以って審査し、法により執行を裁定し、または執行令を下し、執行局に執行を移行する。

７、審判機構は権利確定訴訟を審理する場合、権利を確定する財産権所属状況を調べ、執行局より差押、凍結されたことを発見した場合、審理を中止し、権利を確定した後、権利を確定した判決または和解書を取り下げなければならない。

五、統一管理
１、中級以上人民法院は管轄内の人民法院の執行業務を統一して管理する。

２、下級人民法院の違法、間違った裁定、執行行為に対して上級人民法院は下級人民法院に対して自行改正または裁定、決定により改正することを命じる権限を有する。

六、コメント
１、長年にわたる「民事判決執行難」の現象を減らすには「本意見」は確実に実施されることと、社会公衆と世論監督の力量を併用し、社会の合力を形成し、被執行人に判決履行を督促し、執行の威力を強化し、被執行者の幸いな心理をなくすような社会環境の整備は不可欠である。

２、「本意見」の実施により執行局は人民法院から独立したが、国の立法機関は「強制執行法」を制定し、具体的に判決執行を規定する必要があると考えられる。

３、被執行人に判決不履行による多大なコストを負わせるよう社会信用システムの構築も急がれるべきである。
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注①：本ニューズレターに掲載した内容のすべての著作権は当事務所に帰属します。無断複製、無断変更、無断引用、またはこれらに類する行為を固くお断りいたします。

注②：本ニューズーレターに掲載した新主要法令の中国語原文がご入用でしたら、ご連絡をいただければ当事務所より無料で（中国語のまま）ご提供いたします。（日本語翻訳文は有料とさせていただきます。）
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